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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

 当連結会計年度における我が国経済は、政府の経済政策、日本銀行の金融緩和政策の効果を背景に企業業績の改善

に伴う雇用・所得環境の改善傾向が続く中、緩やかな景気回復を続けている一方で、海外経済の不確実性や金融資本

市場の変動の影響に留意する必要があり、景気の先行きは不透明な状況となっております。

 当社グループの属する中古マンション業界におきましては、公益財団法人東日本不動産流通機構によると、平成28

年11月度の首都圏中古マンションの成約件数は2,985件（前年同月比0.5％増）と３カ月連続で前年同月を上回ってお

ります。また、首都圏中古マンションの成約㎡単価平均は49.68万円（同8.0％増）、成約平均価格は3,173万円（同

8.8％増）となり、ともに平成25年１月から47カ月連続で前年同月比を上回っております。

 このような市場環境の中、当社グループは、事業規模の拡大と資本効率の向上を両立すべく、前連結会計年度より

中期経営計画（平成27年11月期から平成29年11月期）をスタートいたしました。当連結会計年度は、中期経営計画を

達成すべく、基幹事業である中古マンション事業の収益力を引き続き強化し、また、インベストメント事業では、保

有物件の一部売却を通じて収益機会を拡大し、さらに、アドバイザリー事業では、不動産管理、仲介業務等の顧客規

模の拡大を図ってまいりました。当社グループ全般では、中古マンション事業での物件に応じた最適な販売戦略が奏

功し、販売売上の増加及び販売利益率の向上に寄与したことに加え、インベストメント事業では保有物件の売却が進

んだことから、売上高、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する当期純利益が大幅に増加いたしました。

 この結果、当社グループの当連結会計年度における業績は、売上高20,973,884千円（前年同期比8.5％増）、営業

利益3,258,674千円（同32.2％増）、経常利益2,581,333千円（同43.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益

1,678,356千円（同50.6％増）となりました。

 セグメント別の概況は、次のとおりであります。

（中古マンション事業）

 中古マンション事業は、多数の賃貸中の中古マンションを取得し、ポートフォリオとして賃貸運用しながら、退去

した空室物件を順次リノベーションして居住物件として販売しております。当連結会計年度は、保有物件の増加に伴

い、安定的な賃貸売上が2,530,198千円（同7.1％増）と順調な積み上げを図ることができました。また、販売面にお

いても、首都圏新築マンションの供給が低迷する中、リノベーション中古マンション供給への顧客期待に応えるべ

く、付加価値の高い物件の提供に努め、販売売上は14,452,328千円（同10.0%増）、販売利益率は15.3％と好調に推

移いたしました。

 この結果、売上高は16,982,527千円（同9.6％増）、営業利益は2,241,110千円（同2.4％増）となりました。な

お、当連結会計年度の売上原価に含まれる販売用不動産評価損は、143,613千円となりました。

 次期につきましては、賃貸中の中古ファミリーマンションというニッチなマーケットで競争優位性の高い取引を進

め、財務基盤に配慮して安定的に保有物件を積み上げるとともに、商品力を強化し、引き続き付加価値の高いリノベ

ーションマンションの販売に取り組む計画であります。

（インベストメント事業）

 インベストメント事業は、分譲中古マンション以外の収益不動産について、賃貸又は販売目的で投資運用を行って

おります。当連結会計年度は、安定的な賃貸売上に加え、利益率の高い保有物件の売却が貢献し、営業利益が増加い

たしました。この結果、売上高は3,547,398千円（同3.7％増）、営業利益は1,056,394千円（同255.1%増）となりま

した。

 次期につきましては、既存保有物件の高稼働に注力しつつ、より収益性を重視した運用を主体に取り組む計画であ

ります。

（アドバイザリー事業）

 アドバイザリー事業は、不動産の売買仲介、賃貸仲介、賃貸管理等を含む「フィー（手数料）ビジネス」を行って

おります。当連結会計年度は、外部顧客からの手数料収入の増強に注力した結果、売上高は443,958千円（同6.7%

増）、営業利益は441,883千円（同14.8％増）となりました。

 次期につきましては、人員増加による体制強化やより付加価値の高いサービスの提供に努め、外部顧客からの仲介

業務の拡大及び賃貸管理業務の収益性の向上に取り組む計画であります。
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(2）財政状態に関する分析 

 当社グループの当連結会計年度末における財政状態は、総資産51,651,646千円、負債37,745,376千円、純資産

13,906,269千円、現金及び現金同等物期末残高は3,260,310千円となりました。 

 次期につきましては、業務拡大のための機動性を確保しながら、財務基盤の強化を目的として、長期資金の調達に

取り組む計画であります。 

（資産）

 当連結会計年度末における総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ2,848,828千円増加し、51,651,646千

円となりました。このうち流動資産合計は43,093,596千円となり、前連結会計年度末に比べて3,777,609千円増加し

ました。これは主に中古マンションへの投資を積極的に行った結果、販売用不動産が2,330,576千円増加したことに

よるものであります。また固定資産合計は8,550,683千円となり、前連結会計年度末に比べて927,081千円減少しまし

た。これは主にインベストメント事業での保有物件売却に伴う販売用不動産への振替等を行ったことにより、建物及

び構築物が585,026千円、土地が499,854千円減少したことによるものであります。 

（負債） 

 当連結会計年度末における負債につきましては、前連結会計年度末に比べ1,496,831千円増加し、37,745,376千円

となりました。このうち流動負債合計は4,941,331千円となり、前連結会計年度に比べて1,152,946千円減少しまし

た。これは主に１年内返済予定の長期借入金が1,181,787千円減少したことによるものであります。また固定負債合

計は32,804,044千円となり、前連結会計年度に比べて2,649,777千円増加しました。これは主に物件の取得に伴う借

入の長期化を進めたことにより、長期借入金が2,843,278千円増加したことによるものであります。 

（純資産）

 当連結会計年度末における純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ1,351,997千円増加し、13,906,269千

円となりました。これは主に利益剰余金が1,334,537千円増加したことによるものであります。 

（キャッシュ・フロー）

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物期末残高は3,260,310千円となり、前連結会計年度末と比較して1,326,314

千円増加しました。 

・営業活動によるキャッシュ・フロー

 当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は782,827千円（前連結会計年度は2,190,891千円の使用）と

なりました。これは主に税金等調整前当期純利益2,581,333千円などの資金増加要因が、販売用不動産の増加額

994,019千円、法人税等の支払額765,327千円などの資金減少要因を上回ったことによるものであります。 

・投資活動によるキャッシュ・フロー

 当連結会計年度において投資活動により使用した資金は629,546千円（前年同期比222,620千円減）となりました。

これは主に有形固定資産の取得による支出561,007千円によるものであります。 

・財務活動によるキャッシュ・フロー

 当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は1,173,033千円（前年同期比1,766,903千円減）となりまし

た。これは主に長期借入れによる収入14,002,810千円などの資金増加要因が、長期借入金の返済による支出

12,341,319千円、配当金の支払額343,819千円などの資金減少要因を上回ったことによるものであります。 

（キャッシュ・フロー関連指標の推移）

  平成24年11月期 平成25年11月期 平成26年11月期 平成27年11月期 平成28年11月期

自己資本比率(%) 31.4 29.0 26.1 25.6 26.8

時価ベースの

自己資本比率(%)
17.8 33.0 23.9 26.3 35.1

キャッシュ・フロー

対有利子負債比率(年)
17.0 － － － 45.6

インタレスト・カバ 

レッジ・レシオ（倍）
2.8 － － － 1.4

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

３．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。
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４．平成25年11月期、平成26年11月期及び平成27年11月期の「キャッシュ・フロー対有利子負債比率」及び

「インタレスト・カバレッジ・レシオ」については、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、記載

しておりません。 

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつと位置づけております。そこで、業績に応じて継

続的な利益配分を年２回中間配当及び期末配当として実施するとともに、機動的な資本政策の遂行を目的とした自己

株式の取得を行うことを、利益配分の基本方針としております。また、中長期的には、連結配当性向30％を目標とし

ております。 

 当社の剰余金の配当の決定機関は取締役会であり、社外取締役を含む取締役会において、利益や剰余金の水準、配

当性向、現預金残高等を勘案のうえ、配当を決定しております。また、取締役会の決議により毎年５月31日を基準日

として中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。なお、内部留保資金につきましては、経営体質の一

層の強化を図るとともに、今後の事業拡大・競争力強化のための成長投資として充当する方針であります。当連結会

計年度につきましては、前記の方針に基づいて、中間配当として１株当たり金20円、配当金の総額181,060千円（取

締役会決議 平成28年６月30日 効力発生日 平成28年８月２日）、期末配当として１株当たり金26円、配当金の総

額235,414千円（取締役会決議 平成29年１月13日 効力発生日 平成29年２月23日）、配当性向24.8％としており

ます。 

 なお、次期の配当予想につきましては、年間配当額として１株当たり50円（中間配当１株当たり25円、期末配当１

株当たり25円）、配当性向25.9％を予定しております。 

 

(4）事業等のリスク 

 当社グループの事業展開上のリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる主な事項には、以

下のようなものがあります。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資判断上あるい

は当社グループの事業活動を理解するうえで重要であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報

開示の観点から記載しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の

回避及び発生した場合の対応に努める所存でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項目以

外の記載内容も併せて、慎重に検討したうえで行われる必要があると考えております。また、以下の記載は当社株式

への投資に関連するリスクをすべて網羅するものではありませんので、ご留意下さい。下記文中の将来に関する事項

は、当連結会計年度末（平成28年11月30日）現在において当社が判断したものであります。

①不動産市場環境の動向について

 不動産市場は、金融機関による不良債権の処理の活発化、減損会計の導入に対応するための不動産の流動化、不動

産投資信託やノンリコース・ローン等の新しいファイナンス手法の開発及び低金利を背景に、成長してまいりまし

た。当社グループの事業構成において、中古マンション事業での投資対象であるファミリータイプの中古マンション

の流通価格は都心の高額価格帯で値動きの激しさが見られますが、その他の地域は投機資金の流入も少なく、緩やか

な価格変動傾向にあり、安定的に収益を確保しやすい環境が継続していると考えております。インベストメント事業

においては、不動産の潜在的な収益機会に着目して投資を行っており、価格上昇期待に基づいた投機目的の取引は行

っておりません。しかしながら、不動産市場の冷え込みがより長期化、深刻化した場合には、当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

②不動産に係る税制改正等の政策について

 景気動向の変化による政府の経済政策の一環として、住宅ローン減税や住宅取得における贈与税の非課税枠等、不

動産関連の税制の変更等が行われることがあります。この政策の内容によっては、資産の取得及び売却時におけるコ

ストの増加や、不動産を購入する購買層の住宅購入意欲への影響によって、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

③競合について

 当社グループの中核である中古マンション事業では、賃貸中のファミリータイプ中古マンションというニッチな市

場を開拓しており、当社では、投資の規模の拡大とともに投資対象・投資手法の差別化を志向しております。また、

インベストメント事業及びアドバイザリー事業においては、不動産投資及び金融に関する高い専門能力と知識や経験

が不可欠であり、経済的に採算性を確保できる規模を構築するための時間、人材及び投資家に対する投資収益のパフ

ォーマンス実績を必要とするため、新規参入が困難であると考えられます。

 しかしながら、不動産市場に大量の人材・資金が流入し、新規参入や既存会社による事業拡大が生じた場合には、

当社グループの取引機会が減少し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

④有利子負債への依存について

 当社グループは、物件の取得に際して自己資金だけでなく金融機関からの借入金を活用しており、物件取得の状況

によってその残高も変動します。当社は、資本効率を高めた経営を志向しており、適正な規模での借入金の調達に努

めておりますが、金融環境が変化した場合には、支払利息の負担の増加や借入金の調達が困難になるなど、当社グル
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ープの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。また、当社は、資金調達のため、金融機関との間で複数の

金銭消費貸借契約を締結しておりますが、これらの契約には一定の財務維持要件が付されているものもあり、要件に

抵触した場合には、抵当権の設定、期限の利益の喪失等により、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能

性があります。

⑤インベストメント事業について

 インベストメント事業では、中古マンション事業とは異なる投資対象を自己資金と借入金を活用して不動産等を取

得し、一定期間保有することから、より不動産市況の変化に伴う価格変動リスクを負います。このため、その取得・

売却の時期や金額に応じて、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

⑥キャッシュ・フロー計算書の記載について

 当社グループは、保有する中古マンション物件数の拡大を通じて、保有中の賃貸収入、退去後の売却収入の拡大を

志向しております。しかしながら、中古マンション事業において事業成長のために中古マンションをより積極的に取

得する局面では、保有物件の増大が販売用不動産の増加として表れ、営業キャッシュ・フローのマイナスとして記載

されます。一方で、インベストメント事業の投資物件は、売却時において固定資産から販売用不動産へ振り替えて売

上計上しており、営業キャッシュ・フローのプラス（販売用不動産の減少）として記載されます。また、不動産の購

入時には有形固定資産の購入としているため、投資キャッシュ・フローのマイナスとして記載されます。なお、上記

会計処理については、重要な非資金取引の固定資産の販売用不動産への振替額として、連結財務諸表に注記しており

ます。 

⑦不動産の欠陥・瑕疵について 

 当社グループは、不動産の権利、構造、環境等に関する欠陥・瑕疵等により予期せぬ損害を被る可能性がないよ

う、投資対象不動産の選定・取得の判断を行うに当たって可能な限り第三者の専門家による調査を行い、慎重な対応

に注力しております。このような不動産における、権利、構造、環境等に関する欠陥・瑕疵については、売主が原則

として瑕疵担保責任を負いますが、通常「宅地建物取引業法」が定める最短期間である２年間に限定されており、ま

た必ずしも瑕疵担保責任を追及できるとは限りません。

 その結果、取得した不動産に欠陥や瑕疵等があった場合には、瑕疵の修復などの追加費用等が生じることにより、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑧リノベーション工事について 

 当社では、取得した中古マンションのリノベーション工事については、一定の技術水準を満たす工事業者を選定し

て発注しており、またリノベーション工事を実施するに際しては、工事業者と当社との間の打ち合わせや報告によ

り、コスト、品質及び工期を管理しております。しかしながら、今後取扱い物件が増加し、また営業地域が拡大した

場合において、当社の要求水準を満たす工事業者を確保できなかった場合や、適切なコントロールが出来ずリノベー

ション工事についてトラブル等が生じた場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

⑨不測の事故・自然災害による損害について

 当社グループが保有する不動産は、東京都を中心として、神奈川県、埼玉県、千葉県及びその他の地域（大阪府、

兵庫県等）に所在しております。不動産について、火災、暴動、テロ、地震、噴火、津波等の不測の事故・自然災害

が保有不動産の存在する地域で発生した場合には、保有不動産が滅失、劣化または毀損し、賃貸収入が激減し、突発

的に修繕のための支出が必要となり、または将来の売却価値が著しく減少する可能性があります。また、不測の事

故・自然災害により、不動産投資に対する投資マインドが冷え込み、当社の事業展開に影響を及ぼす可能性がありま

す。これらの不測の事故・自然災害による損害リスクに対応するため、当社グループが保有する不動産に関して、原

則として火災保険・施設賠償責任保険を付保（地震保険については、個々の物件の状況に応じて付保）しておりま

す。

 しかしながら、保有不動産の個別事情等により、保険契約が締結されない可能性、保険契約で支払われる上限額を

上回る損害が発生する可能性、保険契約でカバーされない災害が発生する可能性または保険契約に基づく支払いが保

険会社により行われず、もしくは遅れる可能性も否定できません。また、保険金が支払われた場合でも、行政上の規

制その他の理由により事故・自然災害発生前の状態に回復させることができない可能性があります。 

⑩不動産に関する権利関係の複雑性及び不動産登記に公信力がないことについて

 不動産をめぐっては、様々な権利義務が発生する可能性があります。日本の不動産登記には公信力（公示を信頼し

て取引した者には、公示どおりの権利状態があったのと同様の保護を与える力）がないことから、登記を信頼して取

引した場合でも保護されない場合があります。また登記から事前に不動産に係る権利義務を知りえない場合がありま

す。したがって、当社グループが取得した権利が第三者の権利や行政法規等により制限を受け、あるいは第三者の権

利を侵害していることが後になって判明する可能性があります。このような事態に対して当社グループとしては、第

三者から不動産に関する情報を可能な限り入手する等の対応を行っておりますが、現実にこのような事態が発生した

場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑪法的規制について

 当社グループは、現時点における法令を遵守して業務を行っておりますが、今後、関連する法令が新たに制定さ

れ、または既存の法令が改廃された場合には、当社グループの事業の一部が制約を受け、あるいは対応のために追加
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的な費用がかかるなど、当社グループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。また、法令違反の事象が発生

し、監督官庁より業務の停止や免許の取消等の処分を受けた場合、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に影響を与える可能性があります。なお、当社グループの事業に関連する主な法律は以下のとおり

であります。

・宅地建物取引業法

 当社グループは不動産業に属し、「宅地建物取引業法」、「不動産特定共同事業法」、「不当景品類及び不当表示

防止法」、「不動産の表示に関する公正競争規約」、「建築基準法」等の法令により規制を受けております。これら

の法律等の改廃又は新たな法的規制が今後生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 また、当社グループの主要な事業活動の継続には下表に掲げる許認可等が前提となりますが、当該許認可等には原

則として有効期間があり、その円滑な更新のため、当社グループでは法令遵守を徹底し、不祥事の未然防止に努めて

おります。現時点においては、当該許認可等の取消し又は更新拒否の事由に該当する事実はありませんが、将来、何

らかの理由により、当該許認可等が取消され又はそれらの更新が認められない場合には、当社グループの主要な事業

活動に支障をきたすとともに、業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

（許認可等の状況） 

会社名 許認可等の名称 許認可等の内容 有効期間

スター・マイカ㈱ 宅地建物取引業者免許 国土交通大臣(2)第8237号 
平成28年12月１日から 

平成33年11月30日まで 

スター・マイカ・レジデンス㈱ 宅地建物取引業者免許 東京都知事(2)第89457号 
平成25年７月12日から 

平成30年７月11日まで 

スター・マイカ・プロパティ㈱ 宅地建物取引業者免許 国土交通大臣(1)第9079号 
平成28年11月２日から 

平成33年11月１日まで 

スター・マイカ・アセット・

パートナーズ㈱
宅地建物取引業者免許 東京都知事(1)第99331号 

平成28年６月18日から 

平成33年６月17日まで 

・金融商品取引法 

 当社グループは、金融商品取引法に基づく「第２種金融商品取引業」「投資助言・代理業」の登録を行っておりま

す。金融商品取引業者は、金融商品取引法をはじめとして、それに関連する各種法令により規制を受けております。 

 スター・マイカ㈱ 関東財務局長（金商）第2191号「第２種金融商品取引業」

 スター・マイカ・アセットマネジメント㈱ 関東財務局長（金商）第808号「投資助言・代理業」 

⑫個人情報等の取扱いについて 

 当社グループでは事業活動を通じて、個人情報を始めとする様々な情報を取得しております。これらの情報管理に

おいては、細心の注意を払っておりますが、不測の事態によりこれらの情報が外部に漏洩した場合、あるいは不正使

用された場合には、当社の信用低下や損害賠償等の発生により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

⑬小規模組織であることについて

 当社グループは組織規模が小さく、社内管理体制もこの規模に応じたものとなっております。今後、事業拡大に伴

い人員増強を図り、内部管理体制も併せて強化・充実させていく方針でありますが、事業の拡大及び人員の増加に適

時適切に組織的対応ができなかった場合には、当社グループの事業遂行及び拡大に影響を及ぼす可能性があります。

⑭人材の獲得について

 当社グループは、中古マンション事業、インベストメント事業及びアドバイザリー事業を展開しており、これらの

事業に関する高度な知識と組織力に基づく競争力のあるサービスを提供していくためには、優秀な人員の確保及びそ

の育成が不可欠となります。当社グループではこの認識のもとに、人材の採用・育成を継続して行っていく方針です

が、当社グループの求める人材が十分に確保できない場合や当社グループの役職員が社外に流失した場合には、事業

の推進に影響が生じる可能性があります。 
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社及び連結子会社４社から構成されており、(1）中古マンション事業、(2）インベストメント事

業、(3）アドバイザリー事業の３つの事業を行っております。その主な事業内容は次のとおりであります。

(1）中古マンション事業

首都圏を中心に、賃貸中のファミリータイプの中古マンション（区分所有）を１室単位から購入し、当社で継続して

ポートフォリオとして賃貸運用をしております。入居者の退去後は、リノベーションを行い資産価値を高めた後で、仲

介会社（外部もしくは子会社）を通じてエンドユーザーへ居住用物件として販売しております。

(2）インベストメント事業

首都圏を中心に、幅広く分譲中古マンション以外の収益不動産等を中心に様々な投資を行ない、賃貸及び販売をして

おります。当社グループの投資の特徴としては、修繕を通じた稼働率の改善等、物件の潜在的な収益機会を捉えること

を重視しております。

(3）アドバイザリー事業

不動産の売買仲介、賃貸仲介、賃貸管理、建物管理等、前記の２事業から派生する「フィー（手数料）ビジネス」を

行っております。これらは、会社の資本効率を高め、外注費用を内製化するだけでなく、様々な案件への関与を通じ

て、ビジネスチャンスを拡大し、ノウハウを蓄積する点で、他の事業との相乗効果が期待されます。なお、スター・マ

イカ・アセットマネジメント株式会社、スター・マイカ・レジデンス株式会社、スター・マイカ・プロパティ株式会社

及びスター・マイカ・アセット・パートナーズ株式会社を連結子会社としております。

 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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（関係会社の状況） 

名称 住所
資本金

（千円）
主要な事業の内容

議決権の所有
割合または被
所 有 割 合

（％）

関係内容

（連結子会社）          

スター・マイカ・アセット

マネジメント株式会社
東京都港区 30,000 アドバイザリー事業 100 ―

スター・マイカ・レジデンス

株式会社
東京都港区 30,000 アドバイザリー事業 100 ―

スター・マイカ・プロパティ

株式会社
東京都港区 30,000 アドバイザリー事業 100 ―

スター・マイカ・アセット・

パートナーズ株式会社
東京都港区 30,000 アドバイザリー事業 100 ―

（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．平成28年４月15日に、スター・マイカ・アセット・パートナーズ株式会社を設立いたしました。

３．平成28年７月１日付で、当社の連結子会社であるファン・インベストメント株式会社は、商号をスター・マイ

カ・レジデンス株式会社に変更しております。

４．平成28年７月１日付で、当社の連結子会社であるスター・マイカ・レジデンス株式会社は、商号をスター・マ

イカ・プロパティ株式会社に変更しております。
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３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

 当社グループは、「“作る”から“活かす”社会を実現します」を企業理念に掲げ、地球の限られた環境資源を有

効活用するべく、今ある住まいをもっと活かし、より便利でより快適な暮らしを提供すべく挑戦しています。住宅の

再生・流通を通じて、多くの人々が「より良い価格でより良い暮らし」を手に入れ、持続的で活力のある社会が実現

することを目指します。

 当社では、以下の行動指針を掲げております。

・On Your Side ：常に皆様の声に耳を傾けます

・Fair     ：信頼を第一に誠意ある行動をします

・Professional ：ベストを尽くし研鑽を怠りません

・Open & Flat ：お互いを尊重しチームワークを大切にします

・Challenge   ：失敗を恐れず進化し続けます

 

(2）目標とする経営指標

 当社グループでは、目標とする経営指標を連結営業利益と定め、持続的な成長と安定的な収益確保に努めてまいり

ます。また、株主の利益を重視し、自己資本の効率的活用を図る観点から、連結自己資本利益率（ROE）10％を目標

としております。 

 なお、当連結会計年度の実績は、営業利益3,258,674千円（前年同期比32.2％増）、ROE12.7％(同9.3％)となって

おります。

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

 当社グループでは、事業規模拡大と資本効率の向上を両立すべく、平成27年１月９日に中期経営計画（平成27年11

月期から平成29年11月期）を公表し推進してまいりましたが、２期目となる平成28年11月期において当初想定よりも

早く計数計画を達成したため、また取り巻く事業環境の変化にいち早く対応するため、新たに中期経営計画（平成29

年11月期から平成31年11月期）を策定しスタートしております。平成29年１月13日に公表した中期経営計画の基本方

針と重点施策、計数計画の概要は以下のとおりです。 

①基本方針

・主力の中古マンション事業への経営資源集中

・「イノベーション」へのチャレンジ

②重点施策

中古マンション事業

・将来の収益源となる販売用不動産残高の着実な積上げ 

・多様化する消費者のニーズに合わせた商品戦略の推進

インベストメント事業

・市場ニーズに応じた優良賃貸物件の供給

・市場動向を注視した柔軟な投資戦略の実行

アドバイザリー事業

・仲介業務、賃貸管理業務の規模拡大、収益性向上

・「不動産」と「IT」を組み合わせた新たなビジネスへの挑戦

株主還元等 

・３カ年を通じたROE10％の維持

・長期保有株主に報いる配当性向30％を目標とした継続的な配当

・知名度、信用力の向上を目的とした東証１部上場に向けた取り組み

組織体制

・業界、職種の垣根を越えた積極的な人材採用

・先進的なITの活用による労働生産性向上

③計数計画

 最終年度における平成31年11月期は、売上高235億円、営業利益35億円、経常利益29億円、販売用不動産（中古マ

ンション事業）残高450億円を計画しております。
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(4）会社の対処すべき課題

①不動産市場の変化への対応

 当社グループは、不動産を多数保有するため、不動産の市場動向を継続して注視し、顧客の需給の変化や当社グル

ープでの保有期間等に応じて、資金回収を優先するなどの的確な対応を行う方針です。そのためには、当社グループ

の事業規模に応じて適時に適切な判断を行えるよう、社内体制の一層の強化が必要と考えております。

②金融環境の変化への対応

 当社グループでは、不動産を取得・保有する資金調達力が必要不可欠であります。市場環境変化に大きく左右され

ず安定した資金調達を行うために、金融機関とは単なる融資取引にとどまらず、不動産情報の収集、顧客の紹介や住

宅ローン等多面的な関係を構築することにより、「金融機関のビジネスパートナー化」を推進する方針であります。

③コンプライアンスの強化

 当社グループは、常に法令等を遵守し、高い倫理観と社会的良識をもって行動することが、継続的に企業価値を高

めるために最も重要であると考えております。関連する法令・制度が変革される中、常に企業としての社会的責任を

果たすために、経営管理体制の強化に努めます。

 

(5）その他、会社の経営上の重要な事項

  該当事項はありません。

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を確保するため、日本基準で連結財務諸表

を作成しております。

 なお、国際会計基準（IFRS）の適用につきましては、今後の我が国における会計基準の動向等を勘案し対応を検討し

てまいります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年11月30日) 
当連結会計年度 

(平成28年11月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,933,996 3,260,310 

営業未収入金 62,512 41,093 

販売用不動産 ※１,※２ 36,890,439 ※１,※２ 39,221,016 

繰延税金資産 69,328 94,797 

その他 361,338 477,057 

貸倒引当金 △1,627 △679 

流動資産合計 39,315,987 43,093,596 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 ※１,※２ 3,867,636 ※１,※２ 3,268,493 

減価償却累計額 △1,067,569 △1,053,452 

建物及び構築物（純額） 2,800,067 2,215,040 

土地 ※１,※２ 6,238,137 ※１,※２ 5,738,283 

その他 ※２ 60,715 ※２ 87,973 

減価償却累計額 △31,370 △36,783 

その他（純額） 29,345 51,190 

有形固定資産合計 9,067,549 8,004,514 

無形固定資産 6,069 4,389 

投資その他の資産    

投資有価証券 － 70,000 

繰延税金資産 70,601 50,329 

その他 333,544 421,451 

投資その他の資産合計 404,146 541,780 

固定資産合計 9,477,765 8,550,683 

繰延資産    

社債発行費 9,065 7,366 

繰延資産合計 9,065 7,366 

資産合計 48,802,817 51,651,646 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年11月30日) 
当連結会計年度 

(平成28年11月30日) 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 329,874 196,128 

短期借入金 ※１ 117,650 － 

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 4,053,803 ※１ 2,872,016 

未払法人税等 417,543 589,088 

その他 1,175,407 1,284,099 

流動負債合計 6,094,278 4,941,331 

固定負債    

社債 329,500 202,500 

長期借入金 ※１ 29,664,979 ※１ 32,508,257 

その他 159,788 93,287 

固定負債合計 30,154,267 32,804,044 

負債合計 36,248,545 37,745,376 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,573,038 3,573,038 

資本剰余金 3,548,549 3,549,992 

利益剰余金 5,939,105 7,273,642 

自己株式 △556,995 △549,894 

株主資本合計 12,503,698 13,846,778 

その他の包括利益累計額    

繰延ヘッジ損益 △17,697 △249 

その他の包括利益累計額合計 △17,697 △249 

新株予約権 68,270 59,740 

純資産合計 12,554,272 13,906,269 

負債純資産合計 48,802,817 51,651,646 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年12月１日 
 至 平成27年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年12月１日 
 至 平成28年11月30日) 

売上高 19,333,365 20,973,884 

売上原価 ※１ 14,732,902 ※１ 15,454,360 

売上総利益 4,600,463 5,519,523 

販売費及び一般管理費 ※２ 2,135,243 ※２ 2,260,849 

営業利益 2,465,220 3,258,674 

営業外収益    

受取利息 476 243 

固定資産売却益 － 2,018 

その他 4,668 2,448 

営業外収益合計 5,144 4,709 

営業外費用    

支払利息 572,295 561,233 

支払手数料 99,072 119,117 

その他 1,877 1,699 

営業外費用合計 673,245 682,050 

経常利益 1,797,119 2,581,333 

税金等調整前当期純利益 1,797,119 2,581,333 

法人税、住民税及び事業税 668,148 916,653 

法人税等調整額 14,695 △13,676 

法人税等合計 682,844 902,976 

当期純利益 1,114,275 1,678,356 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,114,275 1,678,356 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年12月１日 
 至 平成27年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年12月１日 
 至 平成28年11月30日) 

当期純利益 1,114,275 1,678,356 

その他の包括利益    

繰延ヘッジ損益 6,601 17,447 

その他の包括利益合計 ※１ 6,601 ※１ 17,447 

包括利益 1,120,876 1,695,804 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,120,876 1,695,804 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成26年12月１日 至 平成27年11月30日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 3,573,038 3,548,540 5,014,712 △557,235 11,579,055 

当期変動額           

剰余金の配当 － － △189,881 － △189,881 

親会社株主に帰属する当期
純利益 － － 1,114,275 － 1,114,275 

自己株式の取得 － － － △50 △50 

自己株式の処分 － 9 － 291 300 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） － － － － － 

当期変動額合計 － 9 924,393 240 924,643 

当期末残高 3,573,038 3,548,549 5,939,105 △556,995 12,503,698 

 

         

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  繰延ヘッジ損益 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 △24,298 △24,298 67,715 11,622,473 

当期変動額         

剰余金の配当 － － － △189,881 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

－ － － 1,114,275 

自己株式の取得 － － － △50 

自己株式の処分 － － － 300 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

6,601 6,601 555 7,156 

当期変動額合計 6,601 6,601 555 931,799 

当期末残高 △17,697 △17,697 68,270 12,554,272 
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当連結会計年度（自 平成27年12月１日 至 平成28年11月30日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 3,573,038 3,548,549 5,939,105 △556,995 12,503,698 

当期変動額           

剰余金の配当 － － △343,819 － △343,819 

親会社株主に帰属する当期
純利益 

－ － 1,678,356 － 1,678,356 

自己株式の取得 － － － － － 

自己株式の処分 － 1,442 － 7,100 8,542 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

－ － － － － 

当期変動額合計 － 1,442 1,334,537 7,100 1,343,080 

当期末残高 3,573,038 3,549,992 7,273,642 △549,894 13,846,778 

 

         

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  繰延ヘッジ損益 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 △17,697 △17,697 68,270 12,554,272 

当期変動額         

剰余金の配当 － － － △343,819 

親会社株主に帰属する当期
純利益 － － － 1,678,356 

自己株式の取得 － － － － 

自己株式の処分 － － － 8,542 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

17,447 17,447 △8,530 8,917 

当期変動額合計 17,447 17,447 △8,530 1,351,997 

当期末残高 △249 △249 59,740 13,906,269 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年12月１日 
 至 平成27年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年12月１日 
 至 平成28年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,797,119 2,581,333 

減価償却費 332,906 286,215 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,137 △948 

受取利息 △476 △243 

支払利息 572,295 561,233 

社債発行費償却 1,496 1,699 

営業債権の増減額（△は増加） △13,671 21,418 

販売用不動産の増減額（△は増加） △4,149,589 △994,019 

営業債務の増減額（△は減少） 119,811 △130,763 

その他 247,284 △222,790 

小計 △1,091,687 2,103,135 

利息の受取額 477 243 

利息の支払額 △576,542 △555,223 

法人税等の支払額 △523,140 △765,327 

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,190,891 782,827 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △850,146 △561,007 

有形固定資産の売却による収入 － 2,181 

無形固定資産の取得による支出 △2,020 △690 

投資有価証券の取得による支出 － △70,000 

その他 － △30 

投資活動によるキャッシュ・フロー △852,166 △629,546 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △358,150 △117,650 

長期借入れによる収入 14,257,850 14,002,810 

長期借入金の返済による支出 △11,019,063 △12,341,319 

社債の発行による収入 261,877 － 

社債の償還による支出 △13,500 △27,000 

自己株式の取得による支出 △50 － 

自己株式の処分による収入 300 12 

配当金の支払額 △189,881 △343,819 

新株予約権の発行による収入 555 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,939,937 1,173,033 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △103,121 1,326,314 

現金及び現金同等物の期首残高 2,037,117 1,933,996 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,933,996 ※１ 3,260,310 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度より、当

期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財

務諸表の組替えを行っております。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度より適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 この変更による影響額は軽微であります。 

 

（連結貸借対照表関係）

 

※１．担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年11月30日）
当連結会計年度

（平成28年11月30日）

販売用不動産 34,144,246千円 36,060,918千円

建物及び構築物 2,740,915 2,147,256

土地 6,139,724 5,643,795

計 43,024,885 43,851,970

 

 担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年11月30日）
当連結会計年度

（平成28年11月30日）

短期借入金 117,650千円 －千円

１年内返済予定の長期借入金 4,053,803 2,807,976

長期借入金 29,664,979 32,177,307

計 33,836,432 34,985,283

 

 

※２．販売用不動産に振り替えたものは以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年11月30日）
当連結会計年度

（平成28年11月30日）

建物及び構築物 386,800千円 491,773千円

土地 1,182,937 841,210

その他 781 3,572

計 1,570,519 1,336,556

 

 ３．当座貸越契約

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に

基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年11月30日）
当連結会計年度

（平成28年11月30日）

当座貸越極度額の総額 7,100,000千円 7,500,000千円

借入実行残高 3,770,020 3,724,620

差引額 3,329,980 3,775,380
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（連結損益計算書関係）

※１.売上原価に含まれるたな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額は次のとおりであります。

前連結会計年度 
（自 平成26年12月１日 

  至 平成27年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年12月１日 

  至 平成28年11月30日） 

40,299千円 144,449千円 

 

※２.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 平成26年12月１日 
  至 平成27年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年12月１日 

  至 平成28年11月30日） 

役員報酬 243,006千円 271,656千円 

給与及び賞与 560,778 629,148 

租税公課 699,219 623,045 

 

（連結包括利益計算書関係）

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日）

当連結会計年度
（自 平成27年12月１日
至 平成28年11月30日）

繰延ヘッジ損益：    

当期発生額 11,597千円 25,773千円

税効果調整前 11,597 25,773

税効果額 △4,996 △8,325

繰延ヘッジ損益 6,601 17,447

その他の包括利益合計 6,601 17,447

 

- 19 -

スター・マイカ㈱ （3230） 平成28年11月期決算短信



（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成26年12月１日 至 平成27年11月30日）

   １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首 

株式数（株）
当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 10,000,000 － － 10,000,000

合計 10,000,000 － － 10,000,000

自己株式        

普通株式 （注）１，２ 958,263 36 500 957,799

合計 958,263 36 500 957,799

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加36株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少500株は、ストック・オプションの行使による減少であります。

 

   ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会
計年度末
残高
（千円）

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

 提出会社 

（親会社）

平成27年新株予約権

（注）１，２
普通株式 － 111,000 － 111,000 555

ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 67,715

合計 － － － － － 68,270

 （注）１．平成27年新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

    ２．平成27年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

   ３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年１月９日 

取締役会
普通株式 90,417 10 平成26年11月30日 平成27年２月26日

平成27年６月30日 

取締役会
普通株式 99,464 11 平成27年５月31日 平成27年８月４日

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年１月８日 

取締役会
普通株式 162,759 利益剰余金 18 平成27年11月30日 平成28年２月25日
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当連結会計年度（自 平成27年12月１日 至 平成28年11月30日）

   １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首 

株式数（株）
当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 10,000,000 － － 10,000,000

合計 10,000,000 － － 10,000,000

自己株式        

普通株式 （注）１ 957,799 － 12,200 945,599

合計 957,799 － 12,200 945,599

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の減少12,200株は、ストック・オプションの行使による減少であります。

 

   ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会
計年度末
残高
（千円）

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

 提出会社 

（親会社）
平成27年新株予約権（注）１ 普通株式 111,000 － － 111,000 555

ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 59,185

合計 － － － － － 59,740

 （注）１．平成27年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

   ３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年１月８日 

取締役会
普通株式 162,759 18 平成27年11月30日 平成28年２月25日

平成28年６月30日 

取締役会
普通株式 181,060 20 平成28年５月31日 平成28年８月２日

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年１月13日 

取締役会
普通株式 235,414 利益剰余金 26 平成28年11月30日 平成29年２月23日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日）

当連結会計年度
（自 平成27年12月１日
至 平成28年11月30日）

現金及び預金勘定 1,933,996千円 3,260,310千円

現金及び現金同等物 1,933,996 3,260,310

 

  ２．重要な非資金取引

 
前連結会計年度

（自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日）

当連結会計年度
（自 平成27年12月１日
至 平成28年11月30日）

固定資産の販売用不動産振替額 1,570,519千円 1,336,556千円

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度 

（平成27年11月30日）
 

当連結会計年度 

（平成28年11月30日）

繰延税金資産（流動）          

棚卸資産評価損 18,304 千円   19,377 千円

減価償却超過額 3,084    2,564 

未払事業税 33,425    43,027 

未払賞与 －    16,676 

営業未払金否認 740    － 

未払金否認 2,836    － 

その他 10,936    13,151 

       計 69,328    94,797 

繰延税金負債（流動）        

未収事業税 △154    － 

       計 △154    － 

繰延税金資産（固定）        

繰延消費税等 32,271    23,091 

税務売上認識額 2,806    2,625 

株式報酬費用 21,899    18,122 

繰延ヘッジ損益 8,458    133 

その他 5,166    6,355 

       計 70,601    50,329 

繰延税金資産の純額 139,775    145,126 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度

（平成27年11月30日）
 

当連結会計年度
（平成28年11月30日）

法定実効税率 35.6  ％  33.1  ％

（調整）        

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.5    0.4 

住民税均等割 0.4    0.3 

税率変更による期末繰延税金資産の

減額修正
0.6    0.3 

その他 0.9    0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.0    35.0 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税

率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産の計算に使用する法定実効税率は、従来の

32.26％から平成28年12月１日に開始する連結会計年度及び平成29年12月１日に開始する連結会計年度に解消が見込

まれる一時差異については30.86％に、平成30年12月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異

については30.62％となります。

この税率変更による影響額は軽微であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

 当社グループは、賃貸中のファミリータイプのマンションの売買及び賃貸を主な事業とし、さらにマン

ションに限らず幅広い住居系不動産への投資、金融及び不動産分野におけるコンサルティング等の事業活

動を展開しております。これにより、「中古マンション事業」、「インベストメント事業」及び「アドバ

イザリー事業」の３つを報告セグメントとしております。 

 各事業の内容は下記のとおりであります。 

「中古マンション事業」・・・中古マンション販売事業及び賃貸事業 

「インベストメント事業」・・不動産販売事業及び賃貸事業（中古マンション事業を除く） 

「アドバイザリー事業」・・・不動産仲介事業、賃貸管理事業及び投資助言業 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表の作成のために採用している会計処

理の方法と同一であります。

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成26年12月１日 至 平成27年11月30日）

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計（注）２ 
 

中古マンショ
ン事業 

インベストメ
ント事業 

アドバイザリ
ー事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 15,497,492 3,419,839 416,034 19,333,365 － 19,333,365 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
－ － 416,222 416,222 △416,222 － 

計 15,497,492 3,419,839 832,256 19,749,588 △416,222 19,333,365 

セグメント利益 2,189,567 297,503 385,054 2,872,125 △406,905 2,465,220 

セグメント資産 36,126,120 10,701,131 570,374 47,397,626 1,405,191 48,802,817 

その他の項目            

減価償却費 11,389 317,779 1,108 330,277 2,629 332,906 

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額 
8,561 814,383 1,320 824,264 700 824,964 

 （注）１．その他は以下のとおりであります。

      (1）セグメント利益は、各報告セグメントに配分していない販売費及び一般管理費の全社費用であります。

  (2）セグメント資産は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

    全社資産の主なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。

  (3) 減価償却費は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

  (4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の増加額であ

ります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成27年12月１日 至 平成28年11月30日）

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計（注）２ 
 

中古マンショ
ン事業 

インベストメ
ント事業 

アドバイザリ
ー事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 16,982,527 3,547,398 443,958 20,973,884 － 20,973,884 

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
－ － 466,850 466,850 △466,850 － 

計 16,982,527 3,547,398 910,809 21,440,735 △466,850 20,973,884 

セグメント利益 2,241,110 1,056,394 441,883 3,739,388 △480,714 3,258,674 

セグメント資産 38,658,335 9,653,283 583,134 48,894,752 2,756,893 51,651,646 

その他の項目            

減価償却費 271,820 11,324 1,306 284,451 1,764 286,215 

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額 
32,557 524,108 － 556,665 1,390 558,055 

 （注）１．その他は以下のとおりであります。

      (1）セグメント利益は、各報告セグメントに配分していない販売費及び一般管理費の全社費用であります。

  (2）セグメント資産は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

    全社資産の主なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。

  (3) 減価償却費は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

  (4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の増加額であ

ります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成26年12月１日 至 平成27年11月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

        外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

       りません。
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当連結会計年度（自 平成27年12月１日 至 平成28年11月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

        外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

       りません。

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成26年12月１日  至  平成27年11月30日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成27年12月１日  至  平成28年11月30日） 

 該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成26年12月１日  至  平成27年11月30日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成27年12月１日  至  平成28年11月30日） 

 該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成26年12月１日  至  平成27年11月30日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成27年12月１日  至  平成28年11月30日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日）

当連結会計年度
（自 平成27年12月１日
至 平成28年11月30日）

１株当たり純資産額 1,380.86円 1,529.26円

１株当たり当期純利益金額 123.23円 185.43円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 119.26円 178.85円

 （注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

      であります。

 
前連結会計年度

（自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日）

当連結会計年度
（自 平成27年12月１日
至 平成28年11月30日）

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（千円）
1,114,275 1,678,356

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益金額（千円）
1,114,275 1,678,356

期中平均株式数（株） 9,042,015 9,050,985

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 301,225 333,406

（うち新株予約権（株）） (301,225) (333,406)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要

－ －

    ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年11月30日）
当連結会計年度

（平成28年11月30日）

純資産の部の合計額（千円） 12,554,272 13,906,269

純資産の部から控除する金額（千円） 68,270 59,740

（うち新株予約権（千円））   (68,270)   (59,740)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 12,486,001 13,846,529

普通株式の発行済株式数（株） 10,000,000 10,000,000

普通株式の自己株式数（株） 957,799 945,599

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
9,042,201 9,054,401

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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６．その他

（１）役員の異動

 該当事項はありません。

（２）その他

 平成28年11月期の決算概況につきましては、本日（平成29年１月13日）公表の「平成28年11月期決算説明資料」を

ご参照ください。
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